
災害時における等愛知県建設部が管理する公共土木施設の 

緊急的な応急対策等の支援に関する協定書 

 

愛知県（以下「甲」という。）と社団法人愛知県測量設計業協会（以下「乙」という。）

とは災害時における愛知県建設部が管理する公共土木施設の緊急的な応急対策並びに

浸水被害対策及び土砂災害対策等の支援に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、県内に暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、津波その他の異常な自然

現象に因り生ずる被害（以下「災害」という。）が発生し、愛知県建設部が管理する

公共土木施設が被災した場合などにおいて、緊急的な応急対策の支援に関し人員・資

機材等の派遣手続きを定め、被害の拡大防止と迅速な災害復旧に資することを目的と

する。 

 

（応急措置の手続き等） 

第２条 甲は、管理する公共土木施設に被害が発生するなど、必要と認めるときは、被

災状況に応じて、乙の会員を特定し、様式第１号の出動要請書により出動の要請を行

うものとする。 

２ 甲は、乙の会員を特定する際に使用可能資機材の状況、派遣可能人員に関する情報

等を必要に応じて乙に求めることができる。 

３ 乙の会員は、甲から出動要請がありそれに応じた場合は、速やかに当該災害に関す

る応急措置を実施するものとする。 

４ 前項の応急措置は、被災箇所の測量、設計、調査等の業務をいう。 

 

（契約の締結） 

第３条 甲は、乙の会員に出動要請し、乙の会員が応じたときは、遅滞なく契約手続き

を進めるものとする。 

 

（応急措置の特例） 

第４条 甲は、愛知県境付近での災害の対応として特に必要と判断した場合、乙の会員

に県外への出動要請を行うことができるものとする。 

 

（有効期限） 

第５条 この協定の期間は、協定締結日より平成２４年３月 ３１日までとする。ただ

し、期間満了の１ヶ月前までに甲、乙いずれからも申し出のない時は、この協定を更



に１年間延長するものとし、その後も同様とする。 

 

（損害の負担） 

第６条 応急措置の実施に伴い、甲又は乙の会員の責に帰さない理由により、第三者に

損害を及ぼした場合、又は建設資機材等に損害が生じた場合、乙の会員は、その事実

の発生後遅滞なく、その状況を書面により甲に報告し、その処置について甲と協議し

て定めるものとする。 

 

（その他） 

第７条 この協定に定めのない事項又はこの協定に疑義が生じたときは、その都度、甲、

乙が協議してこれを定めるものとする。 

 

 

この協定の証として本書を２通作成し、甲、乙記名捺印の上、それぞれ各１通保有す

るものとする。 

 

平成２３年 ３月２５日 

 

 

甲 愛知県 代表者  

                      愛知県知事 大村 秀章 

 

乙 社団法人 愛知県測量設計業協会 

                      会 長   二村 貴和 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号 

 

出  動  要  請  書   第   号 

要請年月日時 平成  年  月  日  時  分 

 

 

愛知県    事務所長・港務所長              印 

 

「災害時における愛知県建設部が管理する公共土木施設の緊急的な応急対策等の支援に関する協

定書」第３２条第１項に基づき、次のとおり出動を要請する。 

 

会社名                      

住 所                      

 

要 請 の 理 由  

施 設 名 等  

場 所     市・郡       町・村         地内・地先 

摘 要 

（ 見 取 図 等 ） 

 

担当課／担当者名               ／ 

 

出 動 応 諾 書 

応諾年月日時 平成  年  月  日  時  分 

 

上記出動について応諾する。 

  

会 社 名              代表者役職者名  

印 

住 所                         

電話番号                         

 

 



 


